
  

 

監 査 第１０３号 

令和４年８月２４日 

 

 鹿児島市長 下 鶴 隆 央 殿 

 

鹿児島市監査委員  内 山    薫 

同         小 迫  義 仁 

同         志 摩  れい子 

同         大 森    忍 

 

 

令和３年度決算に基づく鹿児島市健全化判断比率等の審査意見の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定によ

り、審査に付された令和３年度決算に基づく鹿児島市健全化判断比率及び公営企業会計に係る

資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、次のと

おり意見を決定したので、鹿児島市監査委員条例第１２条の規定に基づき提出します。 

 

 

 



令和３年度決算に基づく鹿児島市健全化判断 

比率等の審査意見 

 

 

第１ 審査の基準 

本審査は、鹿児島市監査基準に基づいて実施した。 

 

第２ 審査の種類  

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項に規定された健全

化判断比率審査及び第２２条第１項に規定された資金不足比率審査 

 

第３ 審査の対象  

 １ 令和３年度決算に基づく健全化判断比率  

  (1) 実質赤字比率 

  (2) 連結実質赤字比率 

 (3) 実質公債費比率 

 (4) 将来負担比率 

２ 令和３年度公営企業会計の決算に基づく資金不足比率   

 

第４ 審査の着眼点  

健全化判断比率及び資金不足比率の算定並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類が法令に適合し、かつ、正確であるか審査することを主たる

着眼点として審査を行った。 

 

第５ 審査の主な実施内容  

市長から審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率が、関係法令に

基づき適正に算定されているか、また、その算定の基礎となる事項を記載し

た書類が、関係法令に基づき適正に作成されているかについて、関係部局か

ら提出された資料と照合点検するとともに、関係職員から説明を聴取するな

どの方法により審査を実施した。 

     

第６ 審査の実施場所及び日程 

  １ 実施場所  

    監査事務局の執務室 

２ 実施日程  

    令和４年７月１５日から同年８月２４日まで 

 

第７ 審査の結果 

健全化判断比率及び資金不足比率の算定並びにその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であると認めた。 



第８ まとめ 

  １  健全化判断比率 

区    分 令和３年度 令和２年度 
早期健全化 

基   準 

財 政 再 生 

基   準 

実 質 赤 字 比 率 ―   ―   １１．２５％ ２０．００％ 

連結実質赤字比率 ―   ―   １６．２５％ ３０．００％ 

実 質 公 債 費 比 率 ３．８ ％ ３．０ ％ ２５．０ ％ ３５．０ ％ 

将 来 負 担 比 率 ２５．６ ％ ３７．３ ％ ３５０．０ ％  

   ※「－」表記は、実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていないため、比率が算

定されないことを表している。 

      

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額及び連結実

質赤字額が生じていないことから、各比率は算定されない。 

実質公債費比率については３．８％で、前年度に比べ０．８ポイント上

昇しているものの、早期健全化基準の２５．０％を下回っている。 

将来負担比率については２５．６％で、前年度に比べ１１．７ポイント

低下し、早期健全化基準の３５０．０％を下回っている。 

引き続き健全な財政の維持に努められたい。 

 

    ２ 資金不足比率 

区      分 令和３年度 令和２年度 経営健全化基準 

病 院 事 業 特 別 会 計 ― ― 

  ２０．０ ％ 

交 通 事 業 特 別 会 計 ― ― 

水 道 事 業 特 別 会 計 ― ― 

工業用水道事業特別会計 ― ― 

公共下水道事業特別会計 ― ― 

船 舶 事 業 特 別 会 計 ２．０ ％ ― 

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 ― ― 

桜 島 観 光 施 設 特 別 会 計 ― ― 

   ※「－」表記は、資金の不足額が生じていないため、比率が算定されないことを

表している。 

 

船舶事業特別会計においては、現金預金の減により流動資産が減少し、

資金不足比率は２．０％となった。経営健全化基準は下回っているものの、

船舶事業を取り巻く環境は厳しい状況にあることから、第２期鹿児島市船

舶事業経営計画に基づく取組を着実に実行し、経営の健全化を図られたい。 


